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1 問題の所在
2014 (平成26) 年度税制改正は, 外国法人に対する法人税の課税原則につ
き OECD承認アプローチ (Authorized OECD Approach, 以下「AOA｣) を採
用し, 外国法人に対する課税方式を全所得主義から帰属主義に変更した。す
なわち, 外国法人の国内恒久的施設 (Permanent Establishment, 以下「PE｣)
の所得課税につき, OECDが推奨する分離企業アプローチを採用し, 当該
PEに帰属する所得を独立企業間価格により算定し, 国内源泉所得税として
課税することとなった。また, AOAは PEについて分離企業アプローチす
なわち独立企業の擬制を行うことから, PEに独立企業と同様の税務貸借対
照表の作成すなわち“無償資本 free capital”の妥当な部分を帰属させるこ
とを要求している。この“資本”の配賦は, 他の法制上の必要がなかったと
しても, 税務目的の観点からは必須とする (OECD [2008b] par. 130)。この
点についても, 同年度の税制改正において「恒久的施設帰属資本相当額」を
算定する規定が盛り込まれた (法142の４①)。
日本の会社法制上は株式会社であっても最低資本金の額の定めはなく, 人
格なき社団や公益法人等の場合には資本等の額が存在しないが法人税の課税
は行われる。また, 連結子法人は資本を持つが, 法人税課税上はその資本は
存在しないものとして扱われる。これらの点を踏まえると, なぜ PEには資
本を擬制する必要があるのか, その理論を確認する必要があると思われる。
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PE課税における帰属資本の擬制
古 田 美 保
本稿では, 法人税課税における資本の意義を考察するため, PE課税にお
ける帰属資本の擬制のあり方と意義について検討を行う。なお, PE帰属所
得に係る法人税について検討し, かつ, 金融系普通法人に対する法人税法上
の PE所得課税については検討しないこととする。
2 帰属主義における外国法人 PEの議論
日本の法人税制上, 外国法人の納税義務は制限納税義務とされ, 国内源泉
所得がある場合にのみ日本の法人税の納税義務を負う。この“外国法人の制
限納税義務”の枠組みについては外国法人の課税規定が創設された1899 (明
治32) 年から維持され, 2014 (平成26) 年度税制改正でも維持されている
(財務省主税局参事官 [2013] 5 頁)。しかし, その意味する内容には大きな
変更があったと考えられる。
帰属主義における外国法人 PEの取り扱いの概要は以下の通りである。
(1) 外国法人 PEの性質
日本の法人税法上, 外国法人の納税義務の範囲である国内源泉事業所得の
定義を整理したのは1962 (昭和37) 年度改正とされる (福山 [1962] 113頁)。
この改正では, 当時の諸外国の取り扱いを参照した上で, アメリカ式の全所
得主義による改正が行われ, PEが存在する場合の国内源泉所得のすべてを
当該 PEの事業所得として課税することとした。租税条約やヨーロッパ諸国
では当時から帰属主義が採用されていたものの, ソース・ルールの激変によ
る混乱を懸念したこと, および, 二国間での三重課税の可能性とその調整の
困難性から, 全所得主義によることとしたとされる (福山 [1962] 108頁)。
全所得主義は, 国内で事業を行う外国法人が有する国内源泉所得がその PE
帰属の有無や所得種類を問わずに全て事業所得であるとの擬制を行う。すな
わち, PEの存在を総合課税の根拠とはするものの, 課税単位はあくまでも
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外国法人であり, PEを法人税の課税単位として独立した存在としては扱わ
ないこととする考え方として整理できる。
(１)
また, この思考は法人税の課税単
位である「法人」の概念につき私法上の定義を借用する統一説を採用する観
点からも整合的に理解される。
(２)
しかし, 2014 (平成26) 年度税制改正では, 国際的動向に平仄を合わせ,
帰属主義に転換した。すなわち, OECDは PEの課税所得につき, 移転価格
税制に関する検討と同様に独立企業原則を採用し, PEを分離独立した企業
とみなした場合の所得を課税対象とすべきとした (OECD [2008b] par. 9 他)。
これを受けた財務省の研究会でも, 外国法人の支店形態と子会社形態とで異
なる課税原則を適用することがバランスを失している旨の指摘がなされ, 結
果外国法人の事業所得に対しては支店と子会社を同様に課税する帰属主義
(財務省 [2014], 671頁) が採用されるに至った。
帰属主義はヨーロッパで広く採用されてきた PE課税原則であるが, その
ルーツはドイツの営業所得分類に関するルールであるとされる (水野
[2000] 25頁)。PE概念自体も税制に導入したのはドイツが初めとされるが
(Skaar [1991] p. 74), その当初より PEを会社等の国内企業と同等の課税単
位として所得計算を行う思考であった (谷口 [1983a] 10頁)。そのため, 帰
属主義では PEの国内企業との同等性が重視される。
(３)
この発想から, 当該
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(１) OECD等ではこの考え方を「吸引力」と呼んで問題点とするが (OECD [2015]
C(7)5), これは帰属主義およびその前提となる事業所所在地主義に基づく立場か
らの呼称であり, 全所得主義本来の思考からは吸引力との指摘は当たらないと考え
られる (谷口 [1983b] 8 頁)。
(２) 法人概念の定義は法人税法上には存在しないため, 統一説により解釈すること
が通説とされる (金子 [2017] 120頁)。この観点からは, PEを独立した「法人」
とは取り扱えないことになる。PEの課税単位に関する検討については古田 [2017]
参照。
(３) そのため, ドイツでは事業所の物理的設置と主要な事業活動の存在が PEの条
件として強く要求され, 補助的事業の組み合わせや webサイト等の無形資産の存
在だけでは PEとして扱われない｡ この点で OECDモデル租税条約とは若干異なる
PEの所得計算においては, 国外発生分であっても当該 PE帰属分は PE所
得とされ, 同時に国内発生分であっても当該 PEに帰属しない所得は PE所
得とされないこととなる。
(４)
つまり, 国内 PEはその活動の範囲内で「企業」(谷口 [1983a] 14頁) と
して扱われ, そのために会計上の利益計算と同様の所得計算を行うとするの
が帰属主義における所得計算といえる。すなわち, 帰属主義においては,
PEは本店である外国法人から独立した法人税課税単位として扱われること
になる。内国法人と同等の課税単位として外国法人 PEを捉えることから,
帰属主義を採用する法人税制では法人概念について統一説を採用することは
なく, 法人概念の拡張が行われたと考えるべきである。
(５)
以上をまとめると
(表１) のようになる。
(2) 独立企業のみなしに伴う PEへの資本の配賦
このように, 帰属主義は外国法人 PEを内国法人と同等の分離独立した企
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(Wang & Schrepfer [2016] 8 par. 35, 45, 46)。
(４) 国内発生分所得で PEに帰属しない部分は, PE非帰属の国内源泉所得として
別途課税対象となる。
(５) PE課税の法人概念に関する検討については古田 [2017] 参照。
(表１) 全所得主義と帰属主義における PEの概念
全所得主義 帰属主義
課税対象 外国法人 外国法人 PE
課税対象所得
(制限納税義務の内容)
外国法人の国内源泉所得
＝PE非帰属のものを含む国内分
外国法人 PEの帰属分所得
＝国外発生分を含む帰属分
重視する同等性
非居住者である外国法人の国内事
業活動と内国法人の国内事業活動
との課税の同等性
居住者である PEと内国法人との
課税の同等性
PEの意義 源泉地国としての課税根拠の指標 内国法人と同等の法人税課税単位
法人概念の拡張 特になし 内国法人の定義の拡張
業とのみなしを行う。この観点から, AOAでは, PEへの「無償資本」の配
賦が他の法制上の必要がなかったとしても税務目的の観点からは必須として
いる (OECD [2008b] par. 130)。PEは, 法形式上は支店等の事業拠点に過
ぎないことから法人のような資本を持たないが, そのために一種の過少資本
の状態となり, 支払利子によるあるべき所得の圧縮が生じ, 結果として国際
的租税回避が可能となるためである。具体的には次のような議論があった。
まず, 独立企業の資本について①拠出資本, ②留保利益, ③借入金, の３
つの源泉からなるものとし, うち拠出資本と留保利益を合計したものを自己
資本, 借入金を負債資本としている。ただし, 負債と自己資本の定義には会
計, 規制, 税務の間で差異があることから,
(６)
新たに「無償資本」という語を
設定し, これに「課税所得計算上控除されるコストを生じさせない投資」と
いう定義を当てている (OECD [2008b] par. 136)。すなわち, 特段の議論の
ない限り,「有利子負債以外の資金源泉」を指す語と言える。
その上で,「一般的に支払利子は課税所得計算上損金であるから, PE帰
属の無償資本を割り当てることは, 独立企業原則に基づいて PE帰属所得を
計算する上で必要」としている (OECD [2008b] par. 137)。さらにこの観点
から, 資本の額を PEに割り当てるにあたり, 取得原価等の帳簿価額のまま
ではなく, リスクを考慮することを重視している (OECD [2008b] par. 145)。
通常の資産評価では表現されない企業家的リスクを負担するからこそ PEに
相応の資本が必要とされ (OECD [2008b] par. 146), 結果として無利子であ
るべき無償資本をより多く持つべきこととなるとするのである。
(７)
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(６) 報告書では劣後債を例に挙げ, 会計上は負債になるが金融業では自己資本とさ
れることがあり, 課税目的では国によって分類が異なりうるとしている (OECD
[2008b] par. 136)。
(７) この点につき, OECDは, 企業全体の信用力と同じ信用力が PEに帰属される
こと, この信用力の全てを本店に与えることは独立企業原則に照らして一貫しない
ことを指摘し (OECD [2008b] par. 132), 一方で債務保証等の独立した法的契約を
この前提のもとに PEに帰属する資本のコストの性格を検討すれば, 法形
式上あるいは実際上も支払利子であったとしても, 通常の独立企業であれば
自己資本コストに該当するべき支払いが, 損金算入される支払利子の形態を
とって PE帰属所得を圧縮するという論理が理論上成立することになる。そ
のため, AOAでは, 支払利子の法人本体と PEへの配賦について, 単なる
按分ではなく経済的実体に基づいて適切に配賦するためには, 適切なレベル
の無償資本の考慮が必要とした (OECD [2008a] p. 34)。借入金の法的な帰
属を根拠として負債利子の帰属を決定すると, 恣意的な操作が可能になるの
に対し, リスクの引受の程度を勘案した配賦であればより実態に基づくと考
えられたためである。
この議論は, 課税権の国際的競合の調整手段として, PE所在地国が優先
的に課税権を主張できる所得の範囲を定める観点から, 法人税につき資本主
理論・法人擬制説を観念したうえで, PEに独立企業としてリスクに応じた
資本が擬制されるべきことを要求していると言える。この意味において,
PE特有の問題というよりは, 独立企業のあるべき所得計算において必要と
なる「資本」について問題提起しているとも考えられる。ただし, その算定
アプローチについては４つの方法をあげて検討した上で, 同報告書では PE
が十分な資本を保有すべきという原則については合意できるものの, その算
定に関するアプローチについては「単一のアプローチを開発できない」とし
ている (OECD [2008b] par. 181)。
(８)
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締結できない事等, PEが関連会社等の独立した企業そのものとは異なる経済的帰
結を有することが示されている (OECD [2008b] par. 134, 135)。
(８) OECD報告書では, AOAに基づく無償資本の配賦アプローチについて４つの
方法を示している (OECD [2008b] par. 155172)。
・資本配賦アプローチ：外国法人の資本金の額に PEの引受リスク割合を乗じて
算出
・経済的資本配賦アプローチ：リスクの測定に基づく経済的資本を参照
・過少資本アプローチ：同規模同業種の独立企業の資本金を参照
3 帰属主義における外国法人 PEの帰属所得計算
このように, 帰属主義においては外国法人 PEを独立した企業と同等に取
り扱うことを原則とすることから, 所得計算に当たっても内国法人と同様の
全世界所得を計算する必要があるため, 繰越欠損金の規定を含めた多くの内
国法人の所得計算規定が準用されるが, 異なる点も指摘される。以上の議論
を踏まえ, 現行の外国法人 PEの課税所得計算の概要を確認する。
(1) 外国法人 PEの帰属所得計算の概要
内国法人の計算規定との適用関係の主要な異同を整理すると次のとおりで
ある。
① 内国法人と同様の適用となる規定
外国法人 PE 帰属所得は, 当該 PEが本店である外国法人から分離独立し
た事業者であると仮定して計算され, 本店との取引も独立企業間の取引とみ
なされる (法138①一)。その上で, 各事業年度の所得の計算の通則や受取配
当等の益金不算入, 資産の評価損益の不算入, 寄附金の損金不算入, 繰越欠
損金等の内国法人の所得計算の多くが準用され, これらの規定上は内国法人
と同等な取り扱いがなされている (法142①, 法令184)。
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・セーフハーバー・アプローチ：資本金規制がある場合に当該規制を参照
セーフハーバー・アプローチは OECDでも銀行業を想定したアプローチであり,
普通法人への一般的な資本金規制がない場合の適用が困難である点が課題として指
摘される。残り３つの方法についてもそれぞれに問題点が指摘されている。
資本配賦アプローチでは, 外国法人の無償資本自体が過少資本の状態である場合,
その配賦が独立企業原則にそぐわない等の問題点が指摘される (OECD [2008b]
par. 158, 159)。同様に, 経済的資本配賦アプローチではリスクの測定の実用困難性
(OECD [2008b] par. 162), 過少資本アプローチではモデルとなる参照企業の資本
の修正変数の定量化およびその評価によっては外国法人の資本金額を超える可能性
があること等 (OECD [2008b] par. 166168) の問題点が指摘されている。
また, 当該 PEが納付した外国税がある場合には外国税額控除制度が適用
され (法144の 2 ①), 本店である外国法人との取引のうち, 資金の供与や剰
余金の送金等の取引は資本等取引として所得計算から除外される (法142③)。
資本等取引以外の外国法人と外国法人 PEとの取引には法人間の国外関連取
引として移転価格税制が適用されるため, 本店である外国法人との取引も独
立企業間価格によることが求められる (措置法66の 4 の 3 ②)。
所得計算について内国法人の規定が準用され, 特に欠損金の繰越控除の単
位とされる点, および, 資本等取引の概念を踏まえた上での移転価格税制の
適用等, これらの取り扱いからは PEを課税単位として独立したものと捉え
ていることが伺われる。
② 内国法人と異なる適用となる規定
外国法人 PEに適用されない内国法人の所得計算規定としては, 連結納税
制度を含むグループ法人税制が主なものとしてあげられる。ただし, 1 つの
外国法人が国内に複数の PEを有する場合には, その全ての拠点の集合を 1
つの PEとして取り扱うため, PE間取引の内部取引は認識されない (財務
省 [2014] 679頁)。
(９)
また, 外国子会社配当の益金不算入規定の適用も除外さ
れている。この点については全所得主義に基づく課税においては説明可能で
あった可能性があるが, 帰属主義においては説明が困難であると思われる
PE課税における帰属資本の擬制（古田美保)
74
(９) 複数 PEが存在する場合にその集合を一つの PEとみなして取り扱うことにつ
き, 財務省の解説では「独立企業原則は恒久的施設所在地国に対して配分される課
税権を定めるためのメルクマールであるため, …複数の拠点の集合を１つの恒久的
施設として我が国に配分されるべき課税権を認識すれば足りる」としている (財務
省 [2014] 679頁)。しかし, 帰属主義は PEを単なるメルクマールではなく内国法
人と同等の単位とみなすことを要求しており, この解説では PE自体を独立企業と
みなす観点からはやや不整合であると思われる。むしろ, PEに対しても一定のグ
ループ法人税制または連結納税制度を制約付きで適用する観点から当然に集合させ
るとの解釈の方が妥当と思われる。
(品川 [2016a] 24頁)。いずれにせよ, これらの適用除外規定は, PEの独立
性の認定あるいは内国法人との同質性の認定の程度は弱いと指摘できる点で
あると思われる。
外国法人 PEにのみ適用される規定としては「恒久的施設に帰せられるべ
き資本に対応する負債の利子の損金不算入」(法142の 4 ) (以下,「PE帰属
資本対応利子税制｣) がある。この規定は, AOAが PEを分離独立した企業
とみなす観点から当該 PEに必要とされる程度の「資本」を帰属させ, 当該
帰属資本を基礎に PEの「資本」の規模の大小を判定し, 後者が前者に満た
ない場合に当該満たない額に対応する負債利子の損金算入を否認するという
ものである (財務省 [2014] 698頁)。この規定の適用があるかわり, 外国法
人 PEには過少資本税制が適用されない。すなわち, 過少資本税制と代替さ
れる規定を法人税法本法に置いたことになる。
(10)
(2) PE帰属資本対応利子税制
① PE帰属資本対応利子税制の概要
この規定は, OECDが議論した無償資本の配賦に関する具体的適用を行
うものである。すなわち, 外国法人 PEの自己資本の額を当該 PE純資産の
額とした上で, PEに「帰せられるべき」資本と比較して, 損金不算入利子
を算出する。
具体的には, 各項目は次のように計算される (法令188)。
まず, PE帰属所得計算上損金に算入される負債利子の額は, PE事業の
負債利子の額, 本店である外国法人への支払利子とみなされる額, および本
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(10) 外国法人 PEには過大支払利子税制の適用もあるが, 過少資本税制の適用がな
い代わりに本規定を過大支払利子税制と比較し, いずれか適用額の多い規定を適用
することとされる (租特法66の５の２⑩)。この取り扱いからは, 当該規定が PE
課税における過少資本税制の位置付けであることが伺える。
店との共通費用である利子のうち PEに配賦された額の合計額から, 本規定
の損金不算入額を控除した額となる。なお, 損金不算入額は負債利子の額を
上限とする。この損金不算入額は, PE帰属資本を本来あるべき資本の額と
して, PE自己資本がこのあるべき資本の額に満たない場合を過少資本の状
態とみなした上で, PE帰属負債のうち当該過少資本の額に対応する部分の
額として求められる。
ここで重要となるのが２つの「資本の額」である。これらは次のように求
められる。
まず, PE自己資本の額とは前述の通り PE純資産の額をいう。PEにいわ
ば税務貸借対照表を作成させ, その貸借差額の純資産全額を自己資本の額と
しているが, 期末残高ではなく平均的帳簿残高を用いることが要求される。
次に比較対象となる PE帰属資本だが, 資本配賦法または同業法人批准法
のいずれかにより計算した額となる。
(11)
資本配賦法は本店である外国法人の純
資産の額に, 外国法人の総資産額に発生しうる危険を勘案して計算した額の
うち PE帰属資産の額の割合を乗じて計算される。同業法人批准法では, 同
種同規模の事業を国内で行う法人の純資産額が参照されるが, 比較対象法人
が外国法人の場合は国内 PEを通じて同種事業を行うものに限られる等, 採
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・負債利子＝PE事業負債利子＋内部取引支払利子
＋共通負債利子の PE配賦額
・損金不算入負債利子
＝負債利子の額×
PE帰属資本－PE自己資本
PE帰属負債の額
(11) 外国銀行等に該当する外国法人の場合は規制資本を使用する等, 他の方法によ
るべきことが定められているが, 本稿では金融業を検討対象としないことから割愛
している。
用には実務的にハードルが高いものと思われる。なお, 両方法にいう「発生
しうる危険」とは, 取引相手の契約不履行により発生しうる危険や保有有価
証券等の価格変動リスク等を指す (法規60の 6 )。
(12)
② PE帰属資本対応利子税制における資本
このように, PE帰属資本は本店である外国法人の純資産に占める PE帰
属資産の割合に相当する額あるいは基準となる同業他社の純資産割合を基礎
として計算されており, 外国法人が計上した資本金の額は参照されない。
本規定の損金不算入措置を, OECDの議論および資本等取引の取り扱い
と整合的に解するとすれば, 資本等取引に該当する額の具体的な計算を示し
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・PE自己資本
＝外国法人 PE帰属資産の平均的帳簿残高
―外国法人 PE帰属負債の平均帳簿残高
・PE帰属資本（資本配賦法）
＝
外国法人の純資産の
平均帳簿残高
×
PE帰属資産につき発生しうる危険を勘案した額
外国法人の総資産につき発生しうる危険を勘案した額
・PE帰属資本（同業法人批准法）
＝
PE帰属資産につき発生
しうる危険を勘案した額
×
比較対象法人の貸借対照表の純資産の額
比較対象法人の総資産の額につき発生しうる危険を勘案した額
(12) 簡便法としてこの ｢危険｣ を勘案しない額を用いることも許容される (法188
③)。
たものとも考えられる。しかし, 本規定では本店である外国法人等の関係者
への支払利子のみならず, 第三者への支払利子も損金不算入の計算対象とな
る。第三者への支払額を資本等取引とみなすことには論理的な解釈の困難が
ある。あるいは, 外国法人 PEを外国法人の100％支配下にあるものとみな
さず, 第三者からの出資も受け入れているべきものとみなすのであれば, 当
該損金不算入額は資本等取引とされるべき額ということも可能となるが, そ
の場合にはまさに PE帰属資本が独立企業に配賦されるべき「税務上あるべ
き資本」を示すことになる。
ただし, 当該損金不算入額が配当の額とはみなされない点, および, そも
そも資本金の額を持たない事業体に対し, 純資産の額を基礎として資本を擬
制した上で資本等取引とみなす額を識別する手法は適切なのか, 疑問も残る。
内国法人の課税所得計算との「バランス」を取る観点からは, 過少資本税
制と同質の規定を適用するものということもできるが, より重要であるのは,
この規定が外国法人 PEにあるべき「資本」すなわち PE帰属資本の額を擬
制する点である。独立した企業であれば当然にあるべき「資本」を擬制する
というが, 上述の通り, 法人税法上も PEを完全に独立したものとはみなし
ていないことが伺われ, また, 普通法人であれば, 法人自身が計上した資本
の額の多寡を法人税法が修正計算を行うこともない。課税単位には「資本」
が必要なのか, 法人税法における「資本」とは何か, 整理する必要が提示さ
れていると考えられる。
４ 内国法人および外国法人 PEの所得計算における資本金
以上を踏まえ, 法人税の所得・税額計算において資本金の額がどのように
使用されているのかを確認し, 資本擬制のあり方について改めて考察する。
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(1) 内国法人の所得・税額計算における資本金の額
法人税法における資本金等とは, 株主等から出資を受けた金額すなわち資
本金の額または出資金の額と定義され, 資本金および資本積立金を総称する
概念として詳細に定めている (法 2 十六, 法令 8 )。すなわち, 純資産のよ
うな差額概念ではなく, 資本を直接定めている。その上で, 通常の内国法人
の法人税額計算上, 資本金の額は次のように参照される。
すなわち, 税率 (法66②) や寄附金の損金不算入枠 (法37) の規定では,
資本金の額を基準としてその適用の程度の判断がなされる。また, 租税特別
措置法でも資本金の額は規定適用の有無の判定に用いられる。資本金等の持
分のない法人についてこれらの規定を適用するにあたり, 資本金の額を擬制
する規定は存在せず, 適用税率や寄附金の損金不算入額の規定の適用にあたっ
ては法人の規模の判定無しの適用が定められている。また, 資本金額が同業
他社の状況に照らして著しい過大あるいは過少状態にある等の場合にも, そ
の税務上の是正を行うことはなく, 法人計上の資本金の額を基礎として各種
規定の適用が行われる。
(13)
これらの規定では, 資本金の額が法人のおおよその規模を判定する根拠と
して用いられていると考えられる。そして, 内国法人の所得および税額の計
算上, 考慮される資本とは常に法人が自らの経理により計上した額を基礎と
しており, その額に法人税法上の修正を加えることはしない。
益金および損金の額の計算に当たっては, 資本等取引に該当する額は対象
から除かれるが, この場合の資本等取引とは, 法人の資本金額の増減あるい
は配当等の課税済み所得に関する取引を指す (法22⑤)。この場合の「資本」
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(13) なお, 寄附金の損金不算入額の計算に当たっては, 資本金の額の一定割合を限
度額計算に用い, 資本金等の額が零未満である場合には零とするみなしをする (法
令73①一)。すなわち, 負の資本を排除しているとも言えるが, 法人規模に基づく
損金算入枠を算定する目的に照らせば特に問題はないものと思われる。
も, 法人自身の経理を基礎に判定がなされるという点で, 法人税法において
は基本的に内国法人の所得・税額計算における「資本」の語に多義性はない
といえる。
ただし, 過少資本税制においては, 判定の基礎となる「自己資本の額」を
純資産の額すなわち総資産の平均帳簿残高から総負債の平均帳簿残高を控除
した額とし, この額が資本金額に満たない場合にのみ資本金額を用いる (措
特法66の 5 ⑤七, 租特令39の13)。すなわち, 過少資本税制においては
「自己資本の額」とは差額概念であり, 資本金の額は原則として参照されず,
適用下限として用いられるのみである。
(2) 外国法人 PEの所得・税額計算における資本金の額
外国法人 PEの場合, 所得・税額計算において用いられる「資本」には複
数種類存在する。
まず, 適用税率の判定に当たっては, 本店に当たる外国法人が有する資本
金の額が参照される (法143②)。支配法人の資本金額を税率の判定に用いる
のは連結納税制度と同様であり, 法人自身が計上した資本金額をベースに判
断する点でも内国法人の規定と同様と言えるが, PE自体が独立企業のみな
しが行われているにも関わらず, 法人本体の資本を参照するという点には違
和感を指摘できる。
次に寄附金の損金不算入枠の計算に当たっての資本金の額については, 外
国法人の資本金の額に, 当該外国法人の総資産の帳簿価額のうちにその外国
法人の PEを通じて行う事業に係る資産の帳簿価額の占める割合を乗じて計
算した金額を, PEの資本金の額として用いる (法令184①九)。すなわち,
寄附金の損金不算入枠の算定に当たっての「資本」は法人の資本金の額をベー
スに総資産に占める PE資産の比率によって求められるものであり, 内国法
人の寄附金損金不算入枠とは異なる特殊な取り扱いとなっている。この発想
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は, 外国法人 PEには規模を判定する指標となる「資本」が存在しないこと
を前提に, 代替となり得る指標を PEの総資産の額の割合に求めたものと考
えられる。
PE帰属資本対応利子税制については前述の通り, PE 自己資本すなわち
PE純資産額と PE帰属資本相当額で損金不算入額を判定する。当該規程に
おいては, PEの純資産額を算定の上で帰属資本相当額との比較が行われる
ため, 2 種類の「資本」の額が計算され, 用いられることになる。また, こ
こで算定した PE帰属資本の額は他の規定では特に参照されない。
このように, PEの所得・税額計算に当たっては 4 種類もの「資本」が存
在し, そのいずれもが事業体としての PEが自ら定めた原資とは異なる。あ
えて言えば PE自己資本が法人作成の税務貸借対照表から計算される額とし
て自己計上額に最も近いが, この額は期中平均残高に基づく貸借対照表差額
であり, 通常の内国法人の場合の資本金の額とは異なる。
(14)
資本等取引の概念
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内国法人 外国法人 PE
適用税率の判定 当該法人の資本金の額 外国法人の資本金の額
寄附金の損金算入枠 当該法人の資本金の額 外国法人の資本金×PE資産割合
資本等取引の資本 当該法人の資本金の額 外国法人からの資金等供与額
過少資本税制・
PE 帰属資本対応
利子税制の判定
当該法人の純資産の
平均帳簿残高
または資本金の額
PE自己資本
：PE帰属純資産の平均帳簿残高
PE帰属資本
：外国法人純資産×PE帰属資産割合※
※発生しうる危険を勘案
(表 2 ) 課税所得計算における資本金の参照
(14) PE自己資本の場合, 税務貸借対照表の純資産という意味では本支店会計にお
ける本店勘定に類似するようにも思われるが, 資産等の帳簿価額については「平均
的な残高」すなわち日々あるいは各月末の平均残高等, 当該事業年度を通じた資産
等の帳簿価額の平均的な残高であることが求められ (法基通20518, 20519),
単なる期末残高や期首と期末の平均額を用いることは妥当しないことが示されてい
る。
は内国法人のそれと共通していると考えられるが, 外国法人 PEの場合, 資
本等取引が税務上の資本金の額を必ずしも説明しない点も特殊と言える。
(3) 小括
以上のように, 内国法人においては当然に資本金の額があることを前提と
して金額を定義の上, その額を基準とした法人規模等の判定が行われる。連
結納税を行う際には連結親法人の資本金の額を参照するが, 納税義務を持つ
法人の資本金額が参照されるという点で共通している。また, 資本等取引に
おける資本の定義も当該資本金の額の増減として定義される。加えて, 法人
税法が資本金の規模の過大・過少を判定するような金額自体の規制を行うこ
とはなく, 法人の選択において資本金の額は自由に決定することができる。
すなわち, 資本金の額が零となることも許容していることからも, 基本的に
法人に「あるべき」資本の額を規定する発想はなく, その必要性も特にない
と考えられる。その上で, 首尾一貫して資本金の額を参照している。また,
資本の額の多寡とは関係なく, 資本等取引を所得計算から除外することは,
所得課税の観点から当然に要求され, この観点から資本金の額とその増減を
識別することは必要となる。
過少資本税制については純資産額を参照し, その計算式は PE帰属資本対
応負債利子税制と類似しているが, このことはむしろ, 国家の課税権の確保
の観点から所得源泉地を争う視点とも言え, だからこそ法人税法ではなく租
税特別措置法で規定していると考えられる。
一方, 外国法人 PEの場合には, 資本金が現実にないにも関わらず, ある
ものとみなして各種の規定を適用しようとすることから歪みが生じている。
PE所得計算においても資本等取引の「資本」については外国法人の PE設
置のための拠出額を参照し, しかしその他の規定では異なる資本をその都度
定義しており, 内国法人と同等の取り扱いとなっているとは言い難いと思わ
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れる。
PE帰属資本対応利子税制については, 参照する額こそ過少資本税制と類
似しているとはいえ, その示す内容は大きく異なると考えられる。AOAに
基づけば, PE帰属資本は PEが保有すべき規模の資本金の額を示唆するも
のであり, 企業規模の判定に当たっても参照される可能性が示される。しか
し実際には, 資本等取引やその他の規定では参照されることがないことから
も, その算出モデルに基づく額が法人の規模を示すものとする合意は形成さ
れていないものと思われる。
5 総括：事業体課税における資本概念の意義と擬制の必要性
(1) 事業体課税における資本概念の意義
所得課税である限り, 資本等取引を所得計算から除外することは必要であ
り, 資本主理論・法人擬制説に立って個人所得税の源泉課税を実施するので
あれば資本主との取引額を資本等取引に含めることも必要となる。しかし,
このことは直ちに事業体がその規模に応じた資本金の額を税務上備えるべき
ということにはならないと思われる。特に, 日本の会社法上は最低資本金の
定めがなく, 少なくとも法人税法上の要請として内国法人に規模相当の資本
金の額を備えるべきことを要求しているわけではない。資本金の額が零であっ
たとしても, 資本概念は資本等取引を所得計算から除外するために重要であ
るが, 法人の立地や進出形態と同様, 資本金の額の決定は法人に委ねられる
べきであるとするのが法人税の立場であろうと考えられる。
それに対して AOAは, 支払利子の損金性を判定するために, 独立事業体
が備えるべき資本の額を識別の上で, 無償資本の配賦を行うことを要求する。
独立事業体の課税所得の計算上, 資本等取引を除外するべきという意味で資
本概念を備えるべきことについては論理性を認められるものの, その金額の
大小が事業体の選択に委ねられるべきでないとする点に特徴が認められる。
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しかし, 内国法人への一般的適用可能性を考えた場合, 税務貸借対照表の貸
方の構成比率を税法が定めるということは合意のハードルはかなり高いと考
えられる。定義をするのであれば内国法人と同様の資本金の額に関する定め
を置くか, あるいは資本金は零の課税単位とみなした上で, 適用税率等につ
いては他の基準を参照することが考えられる。法人該当性ではなく法人税課
税相当性で課税単位を判断する観点からも, 資本等取引の概念は必要であっ
ても, 事業体が資本金額の規模を擬制されるべきとはならないものと思われ
る。
この観点からは, PE帰属資本対応利子税制が仮にその論拠を資本等取引
の識別と適正な帰属所得算定に置く場合にも, 擬制された帰属資本の大きさ
が資本等取引の識別基準となる「あるべき資本の額」とは直ちに判断されな
い。第三者への支払利子についても資本等取引に相当するという思考は, 内
国法人における資本金の額とは著しく乖離するためである。そして, PEを
内国法人と同等と取り扱うとの前提からも乖離していると考えられる。また,
本規定が資本等取引を識別して所得計算を精緻化することを目的とするので
あれば, 資本の擬制による総額規制ではなく, 個別の取引について配当該当
性を検討の上で損金性を否認する必要があると思われる。
(2) PE帰属資本対応利子税制の論拠と課題―過少資本税制との比較
PE自己資本と PE帰属資本は, いずれも差額概念であり, 通常の法人の
資本金の額とは異なる概念である。一方で, PE自己資本の額は, 過少資本
税制における自己資本の額と同様の概念であることがうかがわれる。すなわ
ち, PE帰属資本対応利子の損金不算入規定の創設は, 過少資本税制を PE
課税所得の計算上必須の規定として, 租税特別措置法ではなく法人税本法に
置いたものと解することができる。
PE所得計算規定の多くは内国法人の所得計算に関する本法規定を準用し,
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用語等の修正の規定を創設するのみで対応しているのに対し, なぜ, PE帰
属資本対応利子税制のみ過少資本税制を参照するという形にはならなかった
のか, 過少資本税制との相違点を確認すると, 根拠法の違いの他に 2点が指
摘できる。第 1に, 損金不算入となりうる負債利子の範囲である。過少資本
税制では国外支配株主等に支払う負債利子のみが適用対象となるのに対し,
PE帰属資本対応利子税制では内部取引である支払利子に限らず, 国内第三
者に対する支払を含むすべての負債利子が適用対象となる。第 2に, 損金不
算入額のアプローチにつき, 過少資本税制が負債―自己資本資本比率により
形式的に判定するのに対し, PE帰属資本対応利子税制は資本のあるべき擬
制額を基礎に判定する。すなわち, 前者が国外関連者間取引による国際的租
税回避のみを論点としている規定で
(15)
あるのに対し, 後者は PE帰属所得とし
て日本に課税権のある所得を説明しようとする規定である点で異なっている
と言える。
このように, 本規定は負債利子の配賦を行う基準としてリスク負担の程度
を採用し, この指標としてリスク発生を勘案した資産・負債に基づく純資産
を採用したと考えられる。ここから２つの論点が提示される。第 1に, 否認
された支払利子につき, 支払配当とみなす取り扱いを行う必要はないのかと
いう点である。AOAは PEへの資本の配賦の上で資本コストの配賦を行う
ことを要求するものであるから, 負債利子でないものは自己資本コストすな
わち配当とみなされるべきものとなる。この観点からは, 単に損金不算入と
するのみでは不足であり, 資本等取引に該当する旨の言及と対応的取り扱い
が必要と思われる。
第 2にリスクの負担が「あるべき資本の額」を推定するという点である。
法人企業であってもその事業上のリスクの全てを資本金等の自己資本で賄う
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(15) OECDにおける過少資本税制やその理論的背景は, 本来は隠れた利益配当を
論点とするものであり, 単なる租税回避対策ではない点には留意を要する。
とは限らず, あるいは経営判断上適切な額を PEに配賦していたとしても,
AOAは課税目的上 PEには独立企業間価格で無償資本を帰属させる必要が
あるとしている (OECD [2008b] par. 150)。また,「有利子負債に対する ｢無
償」資本の割合は非金融業では一般的に高い」と指摘している (OECD
[2008b] par. 137) が, 近年, 法人規模の判定における資本金の意義の低下
が指摘されており (税制調査会 [2014] 7 頁), 常に該当する指摘ではない。
純資産額を根拠に資本等取引を判断することには一定の妥当性も考えられ
うる。純資産が資本および利益積立金から構成されるとすれば, そのいずれ
の増減に関する取引も法人税計算上資本等取引に該当するためである。しか
し, 第三者借入の額まで資本とみなす取り扱いはやはり困難であり, また,
そもそも独立企業のみなしを行うのであれば, 資本金の額の決定についても
独立企業の決定を尊重することも重視されるべきと考えられる。
帰属主義は, 海外進出に当たって子会社形態と支店形態の選択を差別しな
いために実施されるとしているが, 法的形式が異なることによる経済的帰結
の相違は OECDも認めている。にも関わらず, PE帰属資本対応利子税制を
含む資本の取り扱いは, 課税上, むしろ子会社形態を優遇することになりう
る。子会社形態をとる場合には自由な契約のもとに法人自身が決定できる資
本金の額を利用することができ, 連結納税や外国子会社配当の益金不算入規
定については子会社形態の場合にのみ利用可能となっているためである。本
店との内部取引や資本等取引の識別についても, 子会社形態を採用する方が
より有利となる可能性がある。法的形式の相違に基づく取り扱いとして,
PEの資本概念は子会社形態とは異なるアプローチによる考慮を検討すべき
と考えられる。
ただし, 第三者借入の額を利用した国際的租税回避の可能性は指摘される
ところであり (OECD [2017] par. 3), その対応は別途検討を要すると思わ
れる。しかし, 過少資本税制の経験あるいは PE帰属資本対応利子税制に関
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する検討からも, その実質判定に基づく否認には困難が認められるところ
である。すなわち, 現行の過大支払利子税制を改定し, BEPS行動計画 4で
推奨されているような, 第三者支払利子を含む純支払利子の損金算入を
EBITDAの一定率かつ一律に制限する利子控除制限制度 (OECD [2017] par.
23) の導入を検討する必要があるだろう。その折には過少資本税制や PE帰
属資本対応利子税制についても, その意義を再検討することになると思われ
る。
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